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気候変動などの影響による災害の多様化が指摘される中で，想定される複数の水害シナリオに適応した土地
利用計画の重要性は高まっている．本研究では，相対的な重みを決めることが難しい複数の水害シナリオに対し
て，計画者が事前に設定した重みを基準としながら，最大の被害が想定されるような重みを内生的に決め，そ
の重みの下で最適な土地利用計画を求めるモデルを提案する．数値実験から，重視する水害シナリオを決めな
いまま等分布の重みの下で求められた土地利用計画は，最も大きな被害が想定される水害シナリオに対して頑
健であるものの，それ以外のシナリオに対しては脆弱になっている可能性が示唆された．また，事前の重みが
等分布であっても，本モデルを適用することによって重みが変わり，各水害シナリオによる被害を分散させた土
地利用計画が得られることが確認された．
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1. はじめに

気候変動などの影響による災害の多様化に伴い，想
定される様々な水害シナリオに対応した土地利用計画
の重要性は高まっている．最新の IPCC第 6次評価報告
書では，気候が極端になり，大雨の増加による水害リ
スクの上昇が指摘されているだけでなく，沿岸域の都
市を中心に海面の上昇に伴う高潮のリスクが上昇する
可能性も指摘されており10)，これまで水害リスクが低
いとされていた地域でも，防災対策が必要となる可能
性がある．また，気候変動に加えて，堤防や下水道な
ど社会インフラの老朽化に伴う機能の低下は，水害の
規模の拡大や，新たなリスクを顕在化させる可能性も
ある．こうした中，長期的な水害リスクの変化を捉え
た情報を基に，今後，発生する可能性のある様々な水
害シナリオを踏まえた土地利用計画の策定を支援する
枠組みの重要性は高まっている．
水害リスクを捉える上で洪水ハザードマップは重要

な情報源であり，その情報は世界各国で提供されてお
り，利用可能な情報や求められる精度・目的等のニーズ
に応じた様々な方法も研究されている16)．日本におい
ても，既存の洪水ハザードマップに加えて，水害の頻
度や規模も地図上に可視化した水害リスクマップの作
成が始まっている35)．水害リスクマップは，河川整備
による水害リスクの低減効果の可視化だけでなく，住

民・企業の立地誘導への活用が期待されている．しか
し，ほとんどの自治体で市街化区域と L1浸水想定区域
が重複しており25)，浸水が想定される範囲は広く，破
堤点や規模ごとに複数の水害シナリオを作成し，どの
シナリオを重視すべきか重みをつけながら，立地誘導
の目標となる土地利用計画を検討する必要がある．ま
た，水害シナリオに重みをつけることは，木内24) にお
いて紹介されているような計画誘導，規制誘導といっ
た複数の制度を組み合わせた重点的な施策を適用すべ
き地域を検討する際にも役立つものと思われる．
複数の水害シナリオへの対応が求められる土地利用

計画において，それらのシナリオに重みをつけるのは，
必ずしも容易ではない．例えば，10年に 1度の規模と
されている水害シナリオが複数あった場合，それらの
相対的な重みを設定するためには，何らかの方針が必
要となる．その方針の一つとして，破堤点ごとの破堤
確率を基に，重みを設定する方法が考えられる（例え
ば，宇野ら32),大野ら31)）．しかし，破堤点ごとに破綻
確率を求めることは容易ではなく，国土交通省の作成
した治水経済調査マニュアル（案）内の便益評価にお
いても，破堤確率等の重みを用いることはせず，氾濫
ブロックごとの便益を足し合わせることとしている．
複数の水害シナリオを相対化した確率的な評価が難
しい場合，例えば，最適化計算の中で最大の被害をもた
らす水害シナリオを特定し，その被害を回避するよう
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な最適解を求めるロバスト最適化の適用が考えられる．
この方法により，最大の被害は避けられるものの，過
度に悲観的な最適解が得られる可能性が多くの研究で
指摘されている（例えば，Bertsimas and Sim4))．また，
実際の自治体の災害対策では，人的，時間的資源に限
界がある中，洪水が予想される場合に，ある程度危険
性が高いとされる場所に優先的に人員を配置するなど
の対応も取られている．土地利用計画においても同様
に，過去の経験などを基に，複数の水害シナリオに対
して計画者が便宜的に重みをつけることは可能である
と思われる．例えば，治水経済調査マニュアル（案）で
用いられているような各水害シナリオでの便益を重み
をつけずに足し合わせる操作は，全ての水害シナリオ
に対して同じ重みをつけていると解釈することができ
る．しかし，便宜的に設定された重みが楽観的か悲観
的なものであるかを判断することは容易ではなく，水
害シナリオの数に応じた膨大な重みの組み合わせが考
えられる中で，重みを変えながら把握していく必要が
ある．
そこで本研究では，複数の水害シナリオに対して計

画者が事前に重みを設定する状況を考え，その重みか
ら任意の距離の範囲内で最大の被害をもたらす重みを
効率的に求め，その下で最善となるロバスト最適な解
を求める土地利用計画モデルを提案する．本モデルで
は，重み同士の距離が満たすべき範囲を十分に広く設
定した場合には，全ての重みの組み合わせの中から最
大の被害をもたらす重みを求めることができる．一方
で，この距離を狭く設定した場合，計画者が事前に設
定した重みを出来るだけ維持しながら，ロバスト最適
な土地利用計画を求めることができる．本稿の構成は，
続く第二章において，土地利用計画やロバスト最適化
といった関連研究の中での本研究の位置づけについて
述べる．第三章では，重みを外生的に扱った土地利用計
画モデルを基本モデルとし，重みを内生化した提案モ
デルについて述べる．第四章で仮想的な水害シナリオ
の下，モデルの性質を確認し，第五章で結論を述べる．

2. 既存研究

土地利用計画モデルは様々な制約条件の下で目的に応
じた最適な土地利用を求めることができるため，計画の
策定を支援する有効な方法の一つとして，古くから多く
の研究がなされてきた（例えば，Herbert and Stevens9)，
柏谷ら23) など）．最近では，都市のコンパクトさや土
地利用形態の連担性や両立性に着目したもの（Yao et
al22)）や，土地の生態系と農産物の生産量に配慮しな
がら農地や農産物の配置を計画するもの (Kaim et.al11))，
木材の供給，生態系・水質の保全，レクリエーションな

ど森林が提供する複数の機能をふまえながら持続可能
な森林管理を計画するもの (Uhde et. al20))といったよ
うに，対象や目的に応じて持続可能な開発を実現する
ための計画策定をサポートする様々な土地利用計画モ
デルが提案されている．例えば，Aerts2) では，同種の
土地利用形態が出来るだけ隣接し，コンパクトな土地
利用を求めることができる計画モデルをとりあげ，計
算の負荷やコンパクトさの観点から比較，分析してい
る．また，歩ける都市などの実現に向けて土地利用形
態の連担性に着目した計画モデル（Shirabe(2005)18) な
ど）や，住居地域と工業地域といった両立が難しい土地
利用形態を出来るだけ隣接させないような計画を求め
るモデルが提案されている（Cao et al.5) など）．また，
Handayanto et al.8) では，土地利用のコンパクトさなど
複数の目的で構成される多目的最適化モデルを用いて，
将来の最適な土地利用計画について議論している．
災害リスクを考慮した土地利用計画モデルについて，
例えば，Aerts et al.1), Lickley et al.13) や Knoke et al.12)

による研究が挙げられる．Aerts et al1) では最大流量の
再現確率を用いて水害リスクを評価し，減災対策の方
法や実施すべき場所を計画するモデルを提案している．
また，ハリケーンによる水害への防災投資を動的計画
法によって決めるモデル (Lickley et al.13))や，生産する
農産物の種目のポートフォリオ（Knoke et al.12)）を計
画するモデルが提案されている．これらの研究では，一
つの河川や破堤点から洪水が発生するような可能性を
考えており，複数の河川に囲まれ，それぞれの破堤確
率が異なるような複数の水害シナリオには対応してい
ない．
他にも Motamed et al.15) では，専門家へのインタビ

ュー調査結果をもとに，人口密度に応じた災害リスク，
土地利用形態への選好を専門家へのインタビュー調査
から求め，地震災害に適応した土地利用計画を求める
方法を提案している．また，土地利用計画モデルに関
連する研究として，最近では，公共施設の老朽化に伴
う維持管理費用の増大が予想される中で，洪水災害に
備えるための避難所としての公共施設の維持と，維持
管理費用の低減という相反する目的が存在する中での
最適維持管理計画モデルを提案している（須々間・奥
村28),29)）．Okubo et al.17),Uchiuzo et al.19),中居ら33) で
は，災害リスクのある地域において，災害リスク，交通
利便性や維持管理費用とのトレードオフ構造を把握す
ることを目的とした土地利用計画モデルを提案してい
る．こうした研究では，浸水想定区域など水害シナリオ
が一つ与えられた状況での適用が想定されているもの
が多い．浸水想定区域を想定した計画モデルでは，最
大の被害を想定していることになり，災害に対して頑
健な計画が求められることが期待できる．一方で，複
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数の水害シナリオが想定され，浸水想定区域が広範な
地域では，破堤点ごとの複数の水害シナリオに分け，最
大の被害よりも，ある程度，楽観的な水害シナリオを
想定することも検討する必要があると考える．

これまでに紹介した多くの土地利用計画モデルでは，
交通利便性と維持管理費用といったような両立が難し
い複数の基準や目的を考慮した多目的最適化モデルと
して定式化されている．本研究で対象とする破堤点や
規模の異なる複数の水害シナリオを考慮した土地利用
計画についても，各シナリオに重みを設定するという
点で似た問題構造を持つものと考える．土地利用計画
を策定する上で，こうした複数の基準や目的につける
重みは，計画に関わる行政関係者や住民などの立場や個
人によって異なると考えられるため，様々な重みの設定
方法が議論されてきた．例えば，Kaim, Cord and Volk11)

や磯野・奥村27) では，重みの設定方法に対する指針を
与えている．Kaim, Cord and Volk11) では，計画の中で
考慮する基準の数や，関係者が参加する時期に応じて
推奨する土地利用計画モデルを提案している．その中
で，事前に計画策定の段階では，各基準を重み付けした
目的関数を考慮し，重みを変えながらパレートフロン
ティアを求める方法が推奨されている．この方法の欠
点としては，重みの組み合わせが膨大であるため，計
算負荷がかかることや，計画者が求めるような複数の
目的をバランス良く組み合わせた重みが結果的に得ら
れにくいことを挙げている．また，水害シナリオを対
象とした重みの設定では，過度に楽観的または悲観的
な重みの組み合わせが選ばれてしまう可能性も考えら
れる．本研究では，これら２つの設定方法が，関係者
によって与えられた破堤確率または各シナリオへの重
みを参照しながら最大の被害となるような重みを求め，
その下で効果が最大となるような土地利用計画を効率
的に求めるモデルを提案する．

計画者によって与えられた分布を参照しながら目的
関数の値に応じて分布を決める問題について，本研究
では分布的ロバスト最適化 (DRO:Distributionally Robust
Optimization, Delage and Ye6) など）を援用する．DRO
では，データ等から求めた確率分布で重みづけした期
待値で目的関数を定式化した場合に，その確率分布に誤
差が伴うものと考える．この誤差の大きさによっては，
最適解の性能が著しく低下するため，最悪のケースとな
るような誤差を求め，その下でロバスト最適な解を求め
る方法である（例えば，Delage and Ye6)，Ben-tal et al.3),
Wang et al21), Mohajerin Esfahani and Kuhn14)，Hanasu-
santo and Kuhn7) など）．本研究では，Hanasusanto and
Kuhn7) に基づいて各水害シナリオに対して計画者が設
定した重みの間の距離を定式化する．

3. モデルの定式化

(1) モデルの前提
本研究では，柏谷ら (1996)と同様に付け値地代を土
地利用の効率性を表す指標として考え，計画区域内の
付け値地代の総和を最大化する土地利用配分を求める
土地利用計画モデルを考える．本モデルは静的な最適
化問題であり，計画期間の最初の年に全ての土地利用
が最適配分に変更され，その配分結果に基づいて発生
する付け値地代を最大化することを考える．ただし，計
画期間中に水害が発生することによって付け値地代が
低下する状況を考え，各水害シナリオの再現期間を用
いて確率的に評価された期待付け値地代を用いる．
計画区域を複数のメッシュで分割すると考え，メッ
シュi ∈ I = {1, 2, · · · , I}ごとに住宅や商業地といった
土地利用形態 k ∈ K = {1, 2, · · · ,K} を配分する面積
xik ∈ X = {RN×K : ∀i ∈ I, k ∈ K}を決める．洪水の破堤
点など浸水の発生箇所や，L1，L2といった規模ごとに
水害シナリオ s ∈ S = {1, 2, · · · , S }を考える．水害シナ
リオ sごとに再現期間 λsの情報が与えられ，1/λs年に
一度といった情報が与えられていると考える．本研究で
は，水害シナリオ sによる被害を，付け値地代の低下と
して表現し，低下する付け値地代の範囲で浸水範囲を
考える．実際に，平成 27年関東・東北豪雨による被害
を受けた常総市では，浸水地域における地価の下落が
確認されており (氏原ら30))，水害による被害の大きさ
を考える上で有用な評価指標の一つと考える．ここで
は土地利用形態が kのメッシュiについて水害が起こる
前のフロア付け値地代を bikで表し，水害シナリオ sが
発生した後のフロア付け値地代を bs

ikで表す．計画開始
期から t年後に水害シナリオが発生する確率を p(t|λs)，
社会的割引率を βとおくと，土地利用計画で考慮する
期間を T 年間に設定した場合に，計画期間中に得られ
る付け値地代の総和の期待値を Ep[rs

ik]とおくと，

Ep[rs
ik] =

T∑
t=1

ps(t|λs)
( t−1∑
τ=1

βτ−1bik +

T∑
τ=t

βτ−1bs
ik

)

+

(
1 −

T∑
t=1

ps(t|λs)
) T∑
τ=1

βτ−1bik (1)

と表される．ただし，水害が起きた年から付け値地代
が bs

ik に下がると仮定した．すなわち，式 (1)の第一項
は計画開始年から T 年後までの間に水害が生じたとき
の期待値を表しており，それぞれを現在価値に割り引
いた 1年目から (t − 1)年目までの付け値地代 bik と t年
目から T 年目までの付け値地代 bs

ikとで構成される．式
(1)の第二項は，T 年後までに水害シナリオ sが生じな
かったときの期待値を表している．
Ep[rs

ik]中の p(t|λs)は，例えば，Lickley et al.13)のよう
に Poisson分布で与えることによって計算可能である．
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また，付け値地代が災害の前後でしか変化しない，と
いう仮定をおくと Ep[rs

ik]は，

Ep[rs
ik] =

1 − βT

1 − β bik −
bik − bs

ik

1 − β

T∑
t=1

ps(t|λs)
(
βt−1 − βT

)
(2)

に従って計算できる．したがって，水害リスクマップ
上35) に記載される洪水の頻度，水害による付け値地代
の低下の想定30)，計画期間の長さといった情報を反映
させたパラメータを設定することができる．

(2) 基本モデルの定式化
本モデルでは，期待付け値地代の最大化に加えて，既

に利用されている土地利用形態からの変更が難しい点
を考慮し，既存の土地利用からの変更にコストがかか
ると考える．既存のメッシュiにおいて土地利用形態 k

として利用されている面積を xo
ikとしてたときに，面積

を xikに変更するためには土地改良等の費用が必要であ
ると考える．面積の増減に必要な単位あたりの費用を，
それぞれ ck,dk とおく．
降雨量や最大流量などを基に計算された水害シナ

リオ s の発生確率 p(t|λs) とは別に破堤点ごとの破
堤確率や，計画者が考える各水害シナリオへの重視
度といった計画上，事前に設定される重みを w̄ =

{w̄1, w̄2, · · · , w̄s, · · · , w̄S }で与える．この重みに基づいた
土地利用計画モデルを基本モデルとして，次のように
定式化する．

max
x

∑
s∈S

w̄s

∑
i∈I

∑
k∈K
Ep[rs

ik]xik

−
∑
i∈I

∑
k∈K

{
ck(xik − xo

ik)+ + dk(xo
ik − xik)+

}
(3)

subject to ∑
i∈I

xik = Dk, ∀k ∈ K (4)

∑
k∈K

xik ≤ Ai, ∀i ∈ I (5)

xik ≥ 0, ∀i ∈ I,∀k ∈ K (6)

ただし，x+ = max(x, 0)で表す．目的関数式 (3)の第一
項は土地利用計画の実施によって発生する付け値地代
の総和の期待値，第二項は各メッシュにおいて土地利用
形態ごとに面積を広げることの費用，第三項は土地利
用形態ごとの面積を狭めることの費用をそれぞれ計画
区域内で合計した値を考える．制約条件式 (4)，(5)は，
Herbert and Stevens9)，柏谷ら23)においても考慮されて
いる制約条件式であり，計画区域内の全ての人口を居
住させるために必要な土地を準備する，といった計画区
域内で必要とされる土地利用への需要 (式 (4))，各メッ
シュで利用可能な面積の制約 (式 (5))を表す．また，xik

は非負の制御変数とする（式 (6)）．

(3) 基本モデルへの DROの適用
ここでは，計画者が事前に設定した重み w̄から，よ
り大きな被害が想定されるような重みを求めるモデル
を定式化する．具体的には，各水害シナリオへの重み
の分布を考え，w̄と最適化の中で決める wとの間の分
布間の距離と，その制約条件式を次のように定義する．∑

s

|ws − w̄s| ≤ ϵ (7)

ただし，ϵ は非負のパラメータであり，ϵ ≥ 0を大きく
設定するほど，w̄から，より離れた重み wを求めるこ
とができる．式の左辺は，DROを取り扱った Ben-tal et
al.3)におけるVariation distance, Hanasusanto and Kuhn7)

における 1-Wasserstein ballに相当しており，極端な重
みにも対応でき，計算上の取り扱いが容易である．
以上の設定のもと,基本モデルは重みの分布wに関す
る最小化と，制御変数 x, yに関する最大化で構成され
る 2段階の最適化問題として定式化される．

max
x,y

min
w

∑
s∈S

ws

∑
i∈I

∑
k∈K
Ep[rs

ik]xik −
∑
i∈I

∑
k∈K

yik (8)

subject to (4)–((3)) ∑
s

ws = 1 (9)

yik ≥ ck(xik − xo
ik), ∀i ∈ I, k ∈ K (10)

yik ≥ dk(xo
ik − xik), ∀i ∈ I, k ∈ K (11)

ただし，全ての重みを合計した値は 1としている ((9))．
また，式 (3) 中の土地利用形態ごとに面積を変更する
ことのコストは，計算の容易さから，式 (10), (11)を用
いた等価な表現に置き換えている．DROを扱ったMo-
hajerin Esfahani and Kuhn14)，Wang et al21), Hanasusanto
and Kuhn7) では，分布 wを求める最小化問題をサブ問
題とし，その双対問題を用いて最大化問題のみの 1段
階の最適化問題として定式化するアプローチをとって
いる．本研究でも，これらの手法にならい，wを含む
項と制約条件式から構成されるサブ問題を考え，その
Lagrange関数L(w,X, z, λ, µ,ϕ,ψ)を下式のように表す．
L(w,X, z, λ, µ,ϕ,ψ) =

∑
s∈S

ws

∑
i∈I

∑
k∈K
Ep[rs

ik]xik

+
∑
s∈S

ϕs

(
ws − w̄s − zs

)
+

∑
s∈S

ψs

(
−ws + w̄s − zs

)
+λ

(∑
s∈S

zs − ϵ
)
+ µ

(
1 −

∑
s∈S

ws

)
(12)

ただし，式 (12)中の λ, µ, ϕs, ψs は，それぞれの制約条
件式の Lagrangeの未定定数である．また，式 (12)は，
zs := |ws − w̄s|として，次の制約条件式を考えている．

zs ≥ ws − w̄s, ∀s ∈ S (13)

zs ≥ w̄s − ws, ∀s ∈ S (14)
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図-1: 計画区域と水害シナリオの設定

表-1: 各シナリオの Ep[riks]の想定

メッシュ(I)
シナリオ (S) 1 2 3

1 0.5 1 1
2 1 0.7 0.3

以上から，DROは下式のような最大化問題として表
現することができる．

max
x,y,λ,µ,ϕ,ψ

µ − ϵλ +
∑
s∈S

(ψs − ϕs)w̄s −
∑
i∈I

∑
k∈K

yik (15)

subject to (4)–(6), (10) and (11)

µ + ψs − ϕs ≤ Ep[rs
ik]xik, ∀s ∈ S (16)

ϕs + ψs ≤ λ, ∀s ∈ S (17)

λ, ϕs, ψs ≥ 0, ∀s ∈ S (18)

ただし，各水害シナリオへの重み wsは，式 (17)の双対
変数として内生変数として求めることができる．

4. 数値実験

(1) 状況設定
図-1に示すように計画区域を 3つのメッシュに区切
り，それぞれの土地利用形態を考える (I = {1, 2, 3})．こ
こでは計画区域の東西が河川に接しており，それぞれ
の河川からの洪水被害を考える (S = {1, 2})．水害シナ
リオの設定として，西側の河川からの洪水被害 (s = 1)
はメッシュ1 にのみ影響するとし，計画内で考慮する
Ep[rs

ik]を表-1のように与える．
一方，東側の河川からの洪水被害 (s = 2)は，シナリ
オ 1よりも大きな被害をもたらすものを想定し，メッ
シュ2の一部とメッシュ3に被害をもたらし，シナリオ
2によるメッシュ3の被害が最大となるように設定した．
計画者は，これらの水害シナリオに同じ重みを設定し，
土地利用計画を策定する (w̄ = (w̄1, w̄2) = (0.5, 0.5))と考
える．ただし，ここでは重みの変化に対して利用され
るメッシュの変化を見るために，一種類の土地利用形

(a)土地利用計画 (b)目的関数値

図-2: 土地利用計画と目的関数値 (ϵ = 0,w = w̄)

態のみを考え (K = {1})，土地利用を変更することのコ
ストを 0として考える (ck = dk = 0,∀k ∈ K）．全ての
メッシュの面積を 1（A1 = A2 = A3 = 1）とし，計画区
域内における土地利用形態 1への需要 D1 = 2.0とし，
この需要を満たすためには，少なくとも２つのメッシュ
を利用しなければいけない状況を考える．

(2) 計算結果
a) 重みが変更できない場合 (ϵ = 0)

重みの自由度を決める ϵ を 0とし，w̄からの重みの
変更を認めない基本モデルでの計算結果を図-2に示す．
図-2aから，各水害シナリオへの重みを 0.5で設定した
場合，メッシュ1と 2の全ての面積を利用する土地利用
計画が得られることがわかる．これは，表-1に示すよう
にシナリオ 1よりもシナリオ 2の発生による Ep[rs

ik]xik

の低下が大きいため，シナリオ 2による被害を避けよ
うとするため，メッシュ3の利用を避けた土地利用がな
されていることが確認できる．このときの目的関数値
について重み付けする前の値 Rs を図-2bに示す．ただ
し，Rs を次のように定義し，

RS :=
∑
i∈I

∑
k∈K
Ep[rs

ik]x∗ik (19)

x∗ikはモデルから得られた最適解を表す．図-2bから，シ
ナリオ 2が発生することによる R2 の値は，R1 よりも
高く，シナリオ 2による浸水被害に対して頑健な土地
利用が計画されていることがわかる．一方，シナリオ
1が発生することによる R1 の値は低いため，シナリオ
2に対して頑健である一方で，シナリオ 1に対しては
脆弱な土地利用が計画されているといえる．すなわち，
各シナリオへの重みを同じに設定した場合，被害の大
きいシナリオの方を避けるような土地利用計画が求め
られやすく，他のシナリオに対しては脆弱な計画とな
る可能性が示唆された．
b) 重みが変更できる場合 (ϵ > 0)

次の期待付け値地代の合計が最小となるように計算さ
れた重みw∗の下での土地利用計画を調べるため，ϵ = 0.5
として，w̄からの変更を許した場合の結果を図-3に示
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(a)土地利用計画 (b)目的関数値

図-3: 土地利用計画と目的関数値 (ϵ = 0.5,w = w∗)

す．このときの最適な重みは w∗ = (0.58, 0.42) であっ
た．まず，各重みが w̄で与えられている場合，シナリ
オ 1による期待付け値地代 R1 が小さいため (図-2b），
w̄1 = 0.5よりもシナリオ 1により大きな重みを設定す
ることで，目的関数値を下げることができる．
すなわち，より大きな被害の想定として，w̄のとき

の土地利用計画において，より大きな被害をもたらす
シナリオ 1が，より頻繁に起こるような状況を考えて
いることに相当する．シナリオ 1が重視される一方で，
シナリオ 2は相対的に重視されなくなるため，シナリ
オ 2において最大の被害を受けるメッシュ3が利用され
るようになる．これにより，シナリオ 2における期待付
け値地代収入 R2が下がるため，R1, R2がちょうど，等
しくなったときに，最大の被害が想定され，重みの変
更が止まる，というように解釈できる．このように重
みを変えることによって，図-2bのように，どちらか一
方の水害シナリオに対して脆弱になるような土地利用
計画ではなく，図-3bのように，どちらの水害シナリオ
に対しても，同程度の期待付け値地代が得られるよう
な土地利用計画が得られることが確認できた．

5. 結論

本研究では，破堤点や規模の異なる複数の水害シナ
リオに適応した土地利用計画の策定を支援するロバス
ト最適土地利用計画モデルを提案した．本モデルでは，
あらかじめ計画者が設定した重みを基準に，最大の被
害を与えるような重みを内生的に決め，その重みの下
で最大の被害を避けるような土地利用計画を求めるモ
デルとなっている．定式化には，DROの考え方を援用
し，詳細なメッシュでも扱いやすい土地利用計画モデ
ルを提案した．
本研究の数値実験から，起きうる可能性のある全て

の水害シナリオに同じ重みをつけ，重みを変えない設
定の下で土地利用計画を求めた場合，最も大きな被害
が想定される水害シナリオに対しては頑健な計画が求
められることが確認された．その一方で，それ以外の

水害シナリオに対しては脆弱な土地利用計画になって
いる可能性が示唆された．また，本モデルを適用し，あ
らかじめ計画者が設定した重みから，より最大の被害
を想定できるように変更可能とした場合，どちらかの
水害シナリオに対して極端に脆弱であるようなことが
ない土地利用計画が求められることが確認された．以
上から，複数の水害シナリオに対して同じ重みをつけ
ることは，最大の被害をもたらす水害シナリオ以外の
シナリオに対して脆弱な土地利用計画となる可能性が
示唆された．また，各水害シナリオに対して異なる重
みを設定することで，被害を分散させるような土地利
用計画が達成できる可能性があるといえる．
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